
一一制度の限界と社会科学的事後検証一一

Controlling Technology :The Limitations of Regulation 

1.人聞社会と調和する技術

ある技術が人聞社会と調和しているとはどのような状

態を指すのだろうか.広く 受け入れられた技術は現在の

社会の仕組みを維持する機能を持つため，社会を構成す

る要素のーっとなっている.一方，新しい技術はそれ自

体が社会を変えていく可能性を秘めているため，いわば

人聞社会の調和を乱す役割を担っている.技術革新が産

み落とされた時点ではそれは既存社会に波紋を広げるー異

質な要素であるが，その異質性が既存の社会の制度変容

をもたらし，新しい均衡をもたらすことで受容されたと

き，それは社会の一部を構成する要素となる.

不断の技術革新は常に実験的 ・試行錯誤的であり，そ

の多くが既存の社会に受け入れられることなく淘汰され

ていく .したがって，ある技術が人聞社会と調和してい

るか否かを後知恵で論ずるならば，ある技術が広く社会

に普及していることをもって調和の証拠とすることがで

きるかもしれない.ただし，広く 普及した技術が必ずし

も常に人間社会にと ってプラスの効用をもたらしている

とは限らない.テレビは民主主義社会を支えるジャーナ

リズムの基盤であると同時にプロパガンダの手段でもあ

る.飛行機は国際交流の手段であると同時に戦争の道具

でもある.放射線は治療の手段であると同時に原子力発

電事故後の主要な懸念となっている.

では，仮に広く普及している技術が正負両国の効用を

もたらしつつも人聞社会と調和しているとみなすとき，

どのような技術が人聞社会と調和するのだろうか.一つ

の答えは，人間の根源的動機と調和した技術は生き残る
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という考え方である.進化心理学が主張するように，人

間のハー ドウェアとしての身体だけでなく，ソフトウェ

アとしての心理的なメカニズムも約 l万年前からほとん

ど進化していないとすれば，こうした人間のハードウェ

ア及びソフトウェアとの整合性の高い技術ほど，淘汰の

過程を生き残り，広く 受け入れやすいと考えられる.例

えば，携帯電話やソーシャルメディアが短期間で爆発的

に普及したのはなぜか.これは人聞が基本的に群れを中

心とした生活を送る中で進化し， 他者が作り 出す社会的

環境に適応することを迫られ続けてきたからだろう.つ

まり，他者の行動や意図，群れの中の人間関係や意見分

布といった社会的な情報が進化の過程で死活的に重要な

意味を持っており，そうした心理的なメカニズムが今日

の人聞にも備わっているからこそ，社会的情報のソース

として機能する携帯電話やソーシャルメディアが広く 受

け入れられたのだろう .言い換えれば，社会的な交わり

を必要とする人間の根源的動機と共鳴する技術であった

からこそ，人聞社会と調和したと考えられる.

2.社会制度による枝術の制御

こうした人間社会と調和する技術の選別メカニズムと

して現在最もよく機能しているのは市場原理であろう.

すなわち，人間の根源的動機と共鳴する技術は市場で売

れやすく ，したがって広く普及して社会に定着しやす

い.例えばシリコンバレーを中心として多くのスタート

アップ企業が立ち上がる中で 市場の中で生き残るもの

はごく僅かである.そこでは笑験的なイノベーションが

不断に生み出されると同時に厳しい選別のメカニズムに

よって売れない技術は淘汰されていく .市場原理が機能

している限り，人間の根源的動機と共鳴する技術は淘汰

の過程で生き残り，人間社会と調和した技術として定着

するように思われる.しかし，市場原理で生き残った技
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術が社会的にポジテイブな帰結のみをもたらすとは限ら

ない.例えば，携帯電話やソーシャルメディアの利用が

一種の「副作用jをもたらすことは多くの研究が指摘し

ている.

Kobayashi and Boase (l)は，日本の若年層を対象とし

た代表性のある社会調査データの分析を通して，携帯

メール利用が親しい人間とのきずなを強める一方で、，社

会的視野を狭め，異質な価値観や考え方を持つ他者に対

して非寛容な態度を持つようになる可能性を示してい

る.同様の研究は，小林 ・池田 (2)でも報告されている.

これらの研究が示唆しているのは，携帯メール利用は親

しい他者と「常時接続Jを可能にすることで安心感や所
属感をもたらす一方で，親密圏の外側にいる異質な他者

との相互作用の機会を減少させ，結果的に人間関係がタ

コつほ化し， 新しいアイデアや考え方への接触を阻害す

る可能性である.携帯メールは親しい他者とのつながり

を求める人間の基本的な動機を満たすからこそ便利な技

術として普及したわけだが 一方ではそうした動機にド

ライブをかけすぎることによって副作用をもたらしてい

る可能性がある.rソーシャル疲れ」や「ネッ トいじめ」
にも同様の側面を見いだすことができるだろう .人聞社

会と調和した技術であるからといって，常に社会的厚生

を高めるとは限らないのである.

では，人聞社会と調和した技術の望ましい帰結だけを

享受し，副作用を抑制するといういわば「いいとこ取

り」は可能だろうか.技術そのものは価値中立であって

も人間の利用の仕方によって異なる帰結がもたらされる

とすれば，ある種の社会的制度によって人間の利用の仕

方を制御することが想定されるだろう.ここではテ レビ

を例にそうした社会制度の働きを見てみよう .テレビの

技術は市場に登場してから 50年以上がたち，世界中で

最も広く普及した技術の一つで、ある.すなわち，テレビ

は人聞社会と調和した技術の好例である.しかし，既に

述べたようにテレビは民主主義社会において権力者のア

カウンタピリティーを担保する重要なメディアである と

同時に，市場で競争を繰り広げる私企業が提供するサー

ビスという側面も持っている.一方，テレビは世界中の

ほとんどの民主主義国家において政治的情報源として最

もよく利用されるメディアである.もしテレビが重要な

政治的争点に関して質の高いニュース報道を提供できな

ければ，民主主義社会における有権者は投票をはじめと

する政治的意思決定に必要となる情報を得ることができ

ず，権力者のアカウンタピリティーは低下し，失政や腐

敗に対するチェックが機能しなくなるだろう.しかし，

先進的民主主義国家における政治的関心は必ずしも高く

ない.政治的 ・経済的自由を手にした人々は私生活主義

を強め，時間的 ・認知的コス トを払ってまでも政治的情

報を得ょうとする動機付けは低くなっている.こ うした

状況で商業メディアと してのテ レビが市場で競争する

と，エンターテイメン ト的要素の強い番組を低コストで

作成し，できるだけコストパフォーマンスの高い方法で

視聴率を最大化する戦略が最適となる.結果的に，必要

な公共財としての政治的ニュースが供給されにくくな

り，供給されたとしてもエンターテイメント的要素の強

い「政治 ドラマ」として消費されるソフトニュースが主

流となる.つまり，市場原理に従ってエンターテイメン

トの消費という需要側の欲求に寄り添う限り，必ずしも

社会的に必要な情報が提供されなくなってしまう .技術

自体は人聞社会と調和していても，市場の失敗によって

副作用が前景化してしまうのである.

多くの国ではこうしたメカニズムを認識した上で，公

共放送制度を整備している.すなわち，市場の圧力に

よって報道の質が低下しないように税金や受信料によっ

て収入が賄われる放送局を設立し，質の高いハード

ニュースを提供する ことが試みられている.実際，公共

放送の視聴率の高い北殴諸国では政治的知識のベースラ

インが高く ，かつ政治的関心の高低によって政治的知識

量の格差が小さいことが知られている(例えば文献

( 3 )).つまり，必ずしも政治的関心が高くなくても，

強い公共放送制度が政治的情報を社会に供給し続けてい

るために日常生活の様々な局面で副産物的に政治的な学

習が生じている.一方，市場に対する信頼の強い自由主

義的なメディアシステムを持つ米国では，公共放送

(Public Broadcasting Service)の占める視聴率シェアは

先進国の中でも極めて低い.ローカルテレビ局のニュー

スが犯罪報道など安価で視聴率の取れるものに偏り ，

ケーブルテレビの普及によって視聴可能なエンターテイ

メントが爆発的に増えた結果 北欧諸国と比較して人々

の政治的知識のベースラインが低く，かつ政治的関心の

高低によって政治的知識量の格差は大きくなっている.

つまり，政治的関心の強い人は自ら能動的に政治的情報

を得ることができる一方，政治的関心が低い人が政策的

情報に触れる機会が奪われている.このように，同じテ

レビという技術であっても 市場原理に任せると質の高

い報道が保たれないため，公共放送制度によって「テレ

ビの良い面」を残し，伸ばすことが目指されているので

ある.

3.技術革新と社会制度

公共放送は，テレビという人聞社会と調和した技術の

望ましい帰結を享受するために，社会制度による制御の

必要が認識され，社会に実装されている一例であった.

しかし，こうした制度による技術のコン トロールが可能

なのは，テレビという技術自体がほぼ完成されているか

らである.今後も大きく急激な変化が予想されていない

ため，法制度を整えることによって技術の持続的なコン

トロールが可能になっているとも言えるだろう (注1) し
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かし，現在生まれつつある多くの技術，特に情報通信技

術の社会的帰結を見極め ポジティブな面をやl'ばしネガ
ティブな面を抑制するような法制度を随時整備すること

は現実的で、はないだろう.なぜなら，情報通信における

技術革新は極めてスピードが速く，数年先にどのような

イノベーションが生み出されるかについて予測すること

はほとんど不可能であるためである.

しかし，インターネットがもたらすネガティブな帰結

を法制度によって抑制することを提唱する立場もないわ

けではない.例えば，憲法学者である Sunstein(1)は

Webサイトのリンク構造にある種の規制を導入するこ

とを主張していた.米国の政治状況は議会を中心に保守

派と リベラル派の極性化が進行しており，そうした分極

化した構造がWeb上にも反映されている.例えば，リ

ベラル系のブログはリベラル系のブログにリンクを張る

傾向が強く ，保守系のブログは保守系のブログにリンク

を張る傾向が強い.このように Webサイ トのリンク構

造が党派的なクラスタに分断化されているため， リベラ

ル系の人が保守系の意見に触れたり，保守系の人がリベ

ラル系の意見に触れる機会が極端に制限されてしまう.

すなわち.Webサイトのリンク構造によって異質な意

見や考え方への接触が制限されてしまう.ユーザの視点

から見ると，自らの意見を支持する Webサイトばかり

に接触できるので心地良い情報環境と言えなくもない

が，民主主義的な規範から照らしてみればこうした状況

は望ましくない.自分の意見とは異なる意見の論拠も理

解した上で自分の立場を決めることが，熟考的な民主主

義には必要不可欠であるためだ.Sunstein (2001)はこ

うしたWebサイ トのリンク構造における党派的分断を

問題視し，リベラル系サイ トは保守系サイ トにも リンク

を張り，保守系サイ トはリベラル系サイ トにも リンクを

張ることを義務付けるような規制を提案した.表現の自

由の問題と関わるため実現可能性は低い提言ではあった

ものの，こうした考え方は技術がもたらす負の帰結を規

制によって抑え込もうという発想を体現していると言え

よう.

4.技術を後追いする社会科学研究の価値

Sunstein (4)の主張は人間社会と調和した技術の負の側

面を制度的にコン トロールしようとする試みであると解

釈できるが，情報通信分野のイノベーションの多くはそ

の帰結を制度によってコントロールすることは難しいだ

u主1) もちろん，通信と放送の融合が新しい局面を迎えることによっ
て放送に関する諸制度の変更を迫られる事態は十分に惣定できる 例え

ば放送法は限られた公共ftjとしての電波資源の利用を規制することを目

的としているが.通信との融合によって放送のための帯域的制約がなく

なれば.限られた資源としてその利用を規制することの正当性は低下す

る

4 

ろう.技術的イノベーションは本質的に試行錯誤的であ

り，自然淘汰的なプロセスにさらされているからであ

る.ある技術が普及した際にそれにカスタマイズされた

制度を構築しでも，その技術自体が陳腐化すれば制度そ

のものも形骸化する.むしろ形骸化した制度が残存する

ことでその後のイノベーションが阻害されることもあり

得るだろう.公共放送制度が機能しているのは，テレビ

技術の革新が一段落し，劇的な変化が今後生じる可能性

が低いからである.実際 Sunstein流の規制が仮に実

現されていたとして，ソーシャルメディア時代にその規

制が適応できていたとは考えにくい.Webサイ トとい

う単位でのリンク構造を想定した規制は，ソーシャルメ

ディア上で親しい友人とつながることによって生じる政

治的情報環境の同質化に対してうまく対処できないだろ

う.ソーシャルメディアはページ単位で構成されるもの

ではなく，様々な「友達」がつぶやいたりシェアした情

報がタイムラインやフィ ードに集約されるというアーキ

テクチャをとっているためである.

こうして考えてみると，現代社会で次々と生み出され

る技術が市場原理によってふるいにかけられ，人聞社会

と調和する技術のみが生き残り 結果として正負の社会

的帰結をもたらすとしても，その負の側面を制度によっ

てコントロールすることは非常に難しいように思われ

る.恐らく，事前規制的な制度によって技術の帰結をコ

ントロールしようとするのではなく，普及した技術の帰

結を事後的に検証し，ある種の対処療法的な対応を取る

のが現実的な方向だろう.では，誰が技術の帰結を事後

的に検証するのか.筆者は，それは技術の社会的インパ

クトを研究対象とする社会科学者であると考える.

技術の社会的インパク トを検証する社会科学者は常に

後追い的である.彼らは自ら技術を作り出すわけではな

く，イノベーションにもほとんど貢献していない.その

意味では，技術の社会的インパクトを検証する社会科学

者は技術者の仕事に寄生していると言えるかもしれな

い.しかし，なぜネッ トは炎上しやすいのか，なぜネッ

トいじめが生じるのか，ネッ ト上での選択的接触は何を

もたらすのか， といった問題に取り組み，それを明らか

にしてきたのは社会科学者である.技術的イノベーショ

ンの負の側面を予測し，制度的な対応、を事前にとること

が困難な場合，市場原理的な淘汰の過程を勝ち抜いてき

た技術が社会に何をもたらしているのかについて常にモ

ニタ リングしている必要がある.したがって，技術者と

社会科学者は互いの仕事に対してより多くの注意を払う

べきだろう.社会科学者は技術が社会にもたらすインパ

クトを注意深く検証し，その知見を広く発表する.技術

者はそうした知見を踏まえながら更により良い形で人間

社会と調和する技術を生み出していく .そうしたサイク

ルが機能してこそ，制度的なコントロールが難しい状況

であっても技術の良い面を残し，伸ばしていく道が聞け
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図 1 技術革新と社会科学的事後検証のサイクル

ていくと考えられる(図1).

近年では，技術的イノベーションを提供する企業自身

が，その社会的インパクトを社会科学的に検証する事例

が増えている.例えば，フェイスブックがコーネル大学

らと 2012年に行ったフィールド実験は，フェイスブッ

ク上での感情の伝搬の効果を明らかにした (5) しかし，

この実験が論文として公刊されると，フェイスブックが

無断でユーザの心理を操作したとしてメディアを中心に

厳しい批判が沸き起こった.フェイスブックのように技

術の詳細が一つの企業に独占されている場合，企業の外

側にいる研究者はその効果を十分に検証できない場合が

ある.批判の対象となった実験は，フェイスブックの

データサイエンテイストチームが実際にニュースフィー

ドの内容を操作したからこそ「友達Jによる投稿の因果
的効果を明らかにできたのであり，外部の研究者には実

施できない笑験であった.こうした実験は外部の研究者

による再現可能性等の面で問題がないわけではないが，

これを非倫理的な実験として批判することが技術の社会

的インパク トの検証を阻害する危険性についても意識的

である必要があるだろう.自社の技術のインパク トを自

社でしかできない形で検証して公表することは，技術の

良い面を残し，伸ばしていくための自己検証プロセスと

して歓迎すべき一面を持っている.一方，技術の社会的

インパクトの厳密な検証が自社でしかできない場合に

は，企業側が外部の社会科学者に対してデータを提供し

たり共同で実験を行うなどの形で，透明性の高い事後的

検証を実現することに協力的であることが求められるだ

ろう.技術の社会的インパクトの実証に携わる社会科学

研究者の一人として，人間社会と調和した技術がより良

い社会的帰結をもたらすために技術者と社会科学者が更

に密接な協力関係を築いていく こと を願う.
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